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要旨：鋼板接着端部のはく離現象において，接着幅がコンクリート断面と同幅になると破壊強度が低下する。

この要因について，両引き試験後の各試験体の破壊状況および全視野ひずみ計測にてコンクリート側面のひ

び割れ進展状況を比較した結果，接着幅が大きくなるにつれ破壊形態が鋼板のはく離からかぶりコンクリー

トの破壊となることが分かった。この結果を受け，コンクリートと樹脂接着界面にコンクリートと内部の鉄

筋ないしスパイラル筋との付着の影響を考慮した限界応力を鋼板の接着幅に応じて定義することによって，

鋼板先端部のはく離現象を概ねシミュレートできることが分かった。 

キーワード：鋼板接着，はく離現象，接着幅，非接触全視野ひずみ計測，付着力，3 次元有限要素解析 

 

1. はじめに 

近年，コンクリート構造物の補修・補強技術への期待

が高まる中，補強材（鋼板，炭素繊維，アラミド繊維な

ど）をコンクリート表面に接着させて耐荷力向上を図る

工法は，施工の容易さも相まって数多く適用されている。

しかしながら，これらの接着工法では，時として，十分

な接着面積が得られないと，必ず補強材を接着したコン

クリート端部引張側からはく離を生じる。そのため，接

着端部の破壊メカニズムを解明することは，これら接着

工法の最適設計を行う上で重要な課題である。筆者らも，

これまでに鋼板接着を中心として，接着長さおよび幅方

向に着目して鋼板端部のはく離現象について様々な検

討を行ってきた 1)～3)。しかしながら，接着幅がコンクリ

ート断面幅に近づくと，解析では，はく離荷重が大きく

なり，試験結果を精度良くシミュレートできない。さら

に，接着幅がコンクリート断面より小さくなった場合に

ついても検討例が少なく，その影響を見出すことができ

ていない。そこで，本研究では，鋼板の接着幅をパラメ

ータとして両引き試験を行った結果を基に，鋼板接着端

部のはく離現象に及ぼす影響について，解析的観点およ

び非接触全視野ひずみ計測により検討を行った。 

2. 接着幅が異なる場合のはく離挙動 

2.1 試験概要 

接着幅が鋼板先端側でのはく離現象に及ぼす影響を

簡易的に評価するため，文献 1)～3)にならい，両引き試

験により鋼板接着先端部のはく離を再現する試験を行

った。試験体は，図－１に示すようなコンクリートブロ

ックに鋼板（幅 B:30mm～100mm）をエポキシ樹脂にて

接着長 100mm 一定として両側に接着し，反対側をボル

トで固定したものである。この試験体に対し，表－１に

示すような，鋼板接着幅 B，コンクリート強度，コンク

リート内部のスパイラル筋の有無をパラメータとして

両引き試験を行い，これらの違いがはく離現象に及ぼす

影響を確認することとした。用いた試験体の物性を，表

－２～４に示す。試験は，300kN 万能試験機に供試体の

両端を固定し，試験体が破壊するまで載荷を行った。さ

らに，鋼板に発生するひずみとコンクリートに発生する

ひび割れの進展状況について，デジタル相関法による非

接触全視野ひずみ計測を行った。計測範囲は，図－１中

の RC 供試体側面の着色部とした。 

 

 

 

 

 

*1 長崎大学 大学院 生産科学研究科  (正会員) 

*2 ショーボンド建設（株） 補修工学研究所 博士（工学）  (正会員) 

*3 長崎大学 工学部 構造工学科教授 工博  (正会員) 

図－１ 供試体概要図 (単位 mm) 
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表－１ 試験パラメータ 

タイプ 
接着幅 

B 
(mm) 

接着長 
L 

(mm) 

圧縮 
強度 

fc 
(N/mm2) 

スパイ 
ラル筋 

fc36.9_spr 30,40,50 
70,100 

100 
36.9 

あり 

fc36.9_nonSpr 30,50 
100 なし 

fc15.7_Spr 30,40,50 
70,100 15.7 あり 

 

表－２ コンクリートの物性 

圧縮強度 fc 
(N/mm2) 

引張強度 ft 
(N/mm2) 

弾性係数 Ec 
(N/mm2) 

ポアソン比
νc 

15.7 1.44 1.40×104 0.17 

36.9 2.55 2.77×104 0.16 

※ 引張強度σtは 0.23・fc’2/3より算出 

 

表－３ 鋼材の物性 

鋼  材 降伏点 fsy 
(N/mm2) 

引張強度 fsu 
(N/mm2) 

弾性係数 Es
(N/mm2) 

鉄 筋 D25 405 595 1.93×105 

鋼板 t=4.5mm 347 443 1.88×105 

スパイラル筋 390 575 1.90×105 

 

表－４ 接着材（エポキシ樹脂）の物性（材齢 7日） 

圧縮強度 
fe 

(N/mm2) 

引張強度 
fet 

(N/mm2) 

引張せん断
強度 
τe 

(N/mm2) 

弾性係数
Ee 

(N/mm2)

ポアソ
ン 比

νe 

78.6 57.9 13.7 2800 0.42 

 

2.2 解析概要
3) 

試験と併せて，3 次元非線形解析により接着幅の違い

を検討した。モデルは，図－２に示すように 3 次元の立

体要素で構築された両引き試験体モデルである。なお，

コンクリートブロック内の異型鉄筋は立体要素で構築

し，スパイラル筋は立体要素で構築するとモデル化が複

雑になるため，埋込み要素にて構築した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

材料物性は，表－２～４を用いた。コンクリートの構

成則は，圧縮域を山谷らの破壊エネルギー則 4)（以下，

破壊エネルギー則）とし，引張域を最大強度直後に脆性

的に破壊させるものとした。鋼材および接着材の構成則

は，材料試験の結果を基に決定した（図－３参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 材料構成則 

 

境界条件は，鉄筋先端の変位を完全固定し，載荷ブロ

ック側面(100mm×100mm)のコンクリート側に等分布荷

重(p=10N/mm2)を単調載荷した。 

また，本解析では，はく離をシミュレートするため，

各部材間にクーロン摩擦の接触モデルを用いた。これは，

各部材の接触界面の節点を独立させ，部材間の滑りや接

着を考慮するものである。ここで，鋼材間に滑りがある

箇所では，載荷直後から滑り摩擦係数（μ=0.25）にて相

対運動させ，鋼板，コンクリートが樹脂で接着される箇

所では，接触する部材の節点間の相対運動を規定した応

力（以下，限界応力）まで拘束し，その後，節点を開放

することとした。ここで，各部材間の限界応力は，コン

クリート－接着材では接線・法線ともコンクリート引張

強度，鋼板－接着材では，法線方向を接着材の引張強度，

接線方向を接着材の引張せん断強度とした。なお，他の

部材間では，節点を共有させ完全結合状態とした。 

 

2.2 試験結果と解析結果の相違 

試験パラメータ毎の破壊荷重および平均はく離強度

（破壊荷重／接着面積）との関係を，図－４，５に示す。

破壊荷重は，試験ではスパイラル筋の有無にかかわらず，

接着幅 50mm まで線形的に大きくなり，50mm を超える

とほぼ横ばいとなったが，解析では，接着幅が大きくな

ると総じて大きくなる傾向にあった。つぎに，平均はく

離強度は，試験では接着幅が小さくなると大きくなった

が，解析では接着幅 50mm で横ばいになった。さらに，

圧縮強度が大きくなるとこの影響が顕著になった。 
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図－４ 接着幅と破壊荷重の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ 接着幅と平均はく離強度の関係 

 

一方，試験体の破壊状況は，写真－１～２に示すよう

に，接着幅が 50mm より小さいと接着界面のコンクリー

ト表層で破壊し，接着幅が 50mm より大きくなるとコン

クリート側面のひび割れが顕著となって破壊している。

さらに，スパイラル筋が無いと接着幅にかかわらず側面

のひび割れが顕著となって破壊しており，明らかにコン

クリートの抵抗断面の違いが現われている。 

以上より，試験結果と解析結果との相違は，解析では，

接着部のはく離判定を，コンクリートと接着材の接触面

内にある節点のみが限界応力に達した際にはく離する

ものとしていたことに起因する。 

 

 

 

 

 

 

 

写真－１ スパイラル筋あり試験結果(fc=36.9N/mm
2) 

 

 

 

 

 

 

 

写真－２ スパイラル筋なし試験結果(fc=36.9N/mm
2) 

2.3 コンクリートの破壊挙動 

接着幅が異なる場合の破壊メカニズムを解明するた

め，非接触全視野ひずみ計測による fc=36.9N/mm2試験体

側面のひび割れの進展を比較した。図－６～８より，ス

パイラル筋ありの接着幅 50mm では，最初にコンクリー

ト断面方向にひび割れが発生し，それが試験体軸方向に

進展し破壊した。つぎに，接着幅 70mm の時のひび割れ

の発生および進展は，接着幅 50mm の時と同傾向である

が，終局時にはスパイラル筋から上のかぶりコンクリー

トが破壊した。一方，スパイラル筋がない時は，断面方

向のひび割れが鉄筋位置まで進展した後に，そのひび割

れが顕著となって軸方向に進展し，かぶりコンクリート

が破壊している。これらより，接着幅が異なる場合の鋼

板先端部のはく離現象は，被着体であるコンクリートの

物性および内部の配筋に左右されると推察される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－６ 接着幅 50mm－スパイラル筋あり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７ 接着幅 70mm－スパイラル筋あり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－８ 接着幅 100mm－スパイラル筋なし 
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3. 接着幅が異なる場合の破壊パラメータの検討 

本試験により，接着幅が異なると鋼板先端部の破壊メ

カニズムが異なることが分かった。実際の破壊挙動は，

被着体であるコンクリートの物性および内部の配筋状

態によって大きく異なり，接着界面内の節点のみではく

離判定させるモデルでは限界がある。そこで，本節では，

実際の破壊挙動に影響を及ぼすコンクリート構成則お

よび接触条件を比較検討し，適切な解析モデルの構築を

検討することとした。 

3.1 コンクリート構成則の検討 

 (1) 圧縮軟化域 

コンクリートの構成則は、星隈ら 5)が示した内部鉄

筋の拘束効果を考慮した構成則を用いることとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本構成則では，帯鉄筋などの横拘束筋でコンクリー

トが十分に拘束されると，破壊エネルギー則を用いた

場合（図－８a）より，最大荷重および変形性能が向上

し（図－８b），エネルギー吸収量が増大する。なお，

構成則のパラメータは式(3)~(6)によって表わされる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－８ コンクリート圧縮域の構成則 

(2) 引張軟化域 

十分に配筋されたコンクリート部材の引張領域では，

内部鉄筋の付着効果によって，ひび割れ発生後もその応

力を負担するテンションスティフニング効果が成立す

る。そこで，本モデルでもこの効果を考慮し，図－９に

示すスパイラル筋位置を

境界面とする領域に，この

効果を考慮した構成則を

適用することとした。構成

則の決定にあたっては，島

ら 6)の構成則を参考とし，

図－１０とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１０ コンクリート引張域の構成則 

 

3.2 接触条件の検討 

鋼板先端部のはく離現象のシミュレートにあたって

は，コンクリートと樹脂の接着界面内の節点を，法線・

接線方向の限界応力まで拘束するモデル（以下，限界応

力モデル）としていた。しかしながら，実際のはく離挙

動は，コンクリートの抵抗幅の影響を受け，接着面積よ

り広い範囲でコンクリートが破壊しながら破壊する。そ

こで，この影響を考慮するため，以下の仮定に基づいた

モデルにて比較を行い，接着界面の適正化を図った。 

・ 接着界面で剥離させないモデル（完全結合モデル）。 

・ 試験結果の平均はく離強度から，接着幅ごとの補正

係数を算出し，これを限界応力モデルの法線方向の

限界応力に乗じたモデル（限界応力補正モデル）。 

なお，限界応力補正モデルでは，図－１１に示すよう

に，試験結果から得られた（接着幅毎の平均はく離強度

／コンクリートの引張強度）と（接着幅／コンクリート

断面幅）の関係より近似直線を算出し，その直線を補正

係数として式(7)のように法線方向の限界応力を定めた。 
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図－１１ 試験結果からの補正 

 

3.3 解析パラメータ 

前節のコンクリート構成則と接触条件を用いて表－

５に示す解析パラメータにて fc=36.9N/mm2 の試験結果

のシミュレートを行った。また，Case0 は，2.節のモデル

である。なお，Case1～3 のコンクリートの引張軟化域は，

図－１０の構成則としている。 

 

表－５ 解析パラメータ 

パターン 圧縮域の構成則 接触条件 

Case0 図－８ a) 限界応力モデル 

Case1 図－８ b) 限界応力モデル 

Case2 図－８ a) 完全結合モデル 

Case3 図－８ b) 限界応力補正モデル

 

3.4 解析結果 

図－１２より，Case1 では，接着幅が小さくなっても，

平均はく離強度は大きくならず，Case0 と同様の傾向で

あった。つぎに，Case2 では，試験結果より総じて大き

くなったが，平均はく離強度は，試験結果と同様に接着

幅に応じて変化する傾向となった。これに対し Case3 で

は，試験結果をほぼシミュレートできている。 

以上より，鋼板端部のはく離現象は，コンクリートの

抵抗断面と物性およびその内部の鉄筋ないし横拘束筋

の影響を受けることが分かった。さらに，これらの影響

を接着界面の節点の法線方向の限界応力に加味すれば，

接着幅の違いをシミュレートできることが分かった。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図－１２ パラメータ解析結果 

4. 内部鉄筋の付着を考慮したはく離挙動解析 

これまでの検討によって接着界面の限界応力に内部

鉄筋の付着と接着幅の影響を考慮すれば，試験結果をシ

ミュレートできることが分かった。そこで，ここでは，

内部鉄筋の影響を考慮した限界応力の検討を行う。 

4.1 内部鉄筋の付着を考慮したはく離限界応力 

全視野ひずみ計測による結果，鋼板端部のはく離現象

は，図－１３に示すように鋼板端部に発生するひび割れ

がコンクリート内部に進展し，スパイラル筋ないし内部

鉄筋の位置に達した後に発生している。そこで，鋼板先

端部に発生する鉛直応力σn とコンクリート内部のスパ

イラル筋ないし鉄筋の節位置に発生する鉛直応力σsprの

釣り合い条件から限界応力を定義することとした。 

まず，σsprは，図－１４に示すような応力状態にあり，

式(8)が成立する 7)。この時，試験体が破壊する荷重 Pは，

有効接着長内のσsprがコンクリートの引張強度に達した

ときであり，式(9)となる。さらに，鋼板に作用する力 T

は，σnと鋼板の断面積により式(10)で表わされる。鋼板

は両側面に接着してあることから，Tと Pの間には式(11)

が成立し，この式に式(8)～(10)を代入すると式(12)が成

立することとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１３ 限界応力の定義 

 

 

 

 

 

図－１４ コンクリートに作用する鉛直応力 
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この式(12)により導かれたσn を接着界面の法線方向

の限界応力として，再度，試験結果をシミュレートした

（表－６参照）。 

 

表－６ 解析パラメータ 

タイプ fc15.7_Spr fc36.9_Spr fc36.9_nonSpr

圧縮強度 15.7 N/mm2 36.9 N/mm2 

接着幅 (mm) 30,40,50,70,100 

スパイラル筋 あり なし 

構成則 
圧縮 拘束効果考慮 

引張 テンションスティフニング効果考慮 

限界
応力 

法線 式(12)による補正 

接線 コンクリート引張強度 

 

4.2 解析結果 

結果は図－１５に示すように，接着幅が 50mm より小

さくなっても，平均はく離強度が横ばいにならず，接着

幅に応じて大きくなっている。さらに，接着幅とコンク

リート断面幅が同等なると，これまでの接着界面内のコ

ンクリートと樹脂の付着力のみではく離させるモデル

では，試験値より大きくなる傾向にあったが，接着界面

に内部鉄筋の付着を考慮したモデルでは，試験結果とほ

ぼ同値となった。これらより，接着幅が異なる場合の鋼

板先端部のはく離現象は，内部鉄筋の付着力と接着部の

コンクリート抵抗断面の影響を考慮することが重要な

要素であることが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１５ 内部鉄筋の影響を考慮した解析結果 

5. まとめ 

接着幅が異なる場合の鋼板接着のはく離現象関する

検討結果は，以下のようにまとめられる。 

(1) 接着幅が小さくなると，平均はく離強度が大きくな

り，接着幅が大きくなると逆に小さくなる。 

(2) 試験体の破壊形態と全視野ひずみ計測によるひび割

れ進展から，接着幅毎で破壊メカニズムが異なり，

内部鉄筋の付着力がはく離強度に依存している。 

(3) コンクリートと樹脂接着界面にコンクリートと内部

の鉄筋ないしスパイラル筋の付着力の影響を考慮し

た限界応力を鋼板の接着幅に応じて定義することに

よって，鋼板先端部のはく離現象を概ねシミュレー

トできる。 

 

6. おわりに 

本研究は，接着幅が異なる場合の鋼板先端部の破壊メ

カニズムを明らかにでき，接着界面のはく離現象をモデ

ル化できたと考える。今後は，この解析モデルを梁試験

体に応用し，さらなる検討を行う予定である。なお，本

研究は平成20年度科学研究費補助金，基盤研究(B)(2)(課

題番号:19360205)の一部により行われた。ここに記して

謝意を表します。 
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